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１．はじめに 

 

「土木」とは，我々の社会に存在する様々な土木施

設を「整備」し，そしてそれを「運用」していくことを

通じて，我々の社会をより良い社会へと尐しずつ改善し

ていこうとする社会的な営み全体を意味するものである

1）．そして，こうした土木事業を行う政府がこうした土

木事業を行う義務を担う存在であるとするなら，政府と

は，尐なくとも本来的には，言うまでもなく国民の現在

から将来に渡る公共に資することを目指す「非利己的」

な存在であると考えられる．さらに，様々な規制が整備

され，公営企業が存在しているのも，国民の暮らしを第

一に考えてのことであり，こうした政府による土木事業，

規制，公営企業が存在することによって，はじめて経済

や国民の暮らしが保障される．このような政府の本質を

考えれば，政府によって提供されるこれら公共サービス

に対しては，そうした公共性ゆえに，一定程度の満足し

か与えないものであったとしても，それで良しと考える

ことは十分にあり得る． 

 しかしながら，近年では予算の無駄遣いや採算を無視

した事業の推進，企業の市場競争を阻むような規制，非

効率的または赤字経営を行う政府と関わりを持つ公営企

業といった観点から，土木事業や，それを行う政府に対

する批判の目が強いものとなってきている．そして，そ

うした政府に対する批判を背景に，政府の権限や影響力

を低減させる方向にある規制緩和や，「小さな政府」に

向けた数々の取り組みが推し進められ，いわゆる「官か

ら民へ」という流れが加速されてきたものと考えられる． 

 しかしながら，そうした官から民へ，あるいは，小さ

な政府を肯定する風潮の帰結として，例えば派遣労働の

自由化でワーキングプアや派遣切りの問題が生じたり，

郵政民営化によって事業が分断されてしまい効率性が逆

に低下し，サービス水準が低下してしまったり2），大規

模小売店舗法の廃止によって商業立地の郊外化・大型化

が進み中心市街地が衰退する3）などの様々な問題が生じ

ている，という点がしばしば指摘されてきている．また

あわせて，「公共事業費の削減」がこのまま続けば，土

木施設の老朽化に対処できず，大きな惨事や機能低下に

よる膨大な経済損失に繋がる可能性もしばしば指摘され

てきている4）． 

 政府が批判されるが故に政府の公的な活動が縮退し，

その縮退故に「諸種の公的問題」が生じている，という

認識に妥当性があるとするなら，その「諸種の公的問

題」の解消を目指すにはそれを導いている「政府が批判

されている根源的理由」を探ることは重大な意味を持つ． 

 こうした認識を背景に，「政府に対する批判」の原因

を探る様々なアプローチ研究が，これまでにも進められ

てきた．古典的な研究の代表的なものとしては，オルテ

ガ 5）やバーク 6）の政治哲学や，それを踏まえた実証的

研究 7）－8） が挙げられる．また，そうした政治哲学的

議論と異なるアプローチとして，「政府に対する信頼」

の問題を心理学や現代的政治学，社会学の観点から議論

するもの等も見られる 9）． 

 こうした諸研究から，自己閉塞性や傲慢性が高い場合

に政府に対して否定的に見解を持つことや，諸種の個人

属性が政府に対する信頼に影響を及ぼしている様子など

が示されてきた．しかし，これまでに明らかにされてき

た諸要因だけで，政府に対する態度全般を完全に説明す

るということは必ずしも言えないのが現状であり，政府

に対する態度の要因を探る各種の研究は，未だ必要とさ

れているものと考えられる． 

 ついては，政府や，政府の政策方針などに影響を及ぼ

す基礎的な変数の一つとして，「人は皆，純粋なる利

己主義者である」という信念，すなわち，「利己主義

人間観」が存在しているという仮説が，従来の理論的

考察において指摘されている 10）．しかしながら，この

理論的可能性は検証されておらず，その可能性の実証的

妥当性は未だ未知のままとなっている．繰り返しとなる



が，人々の政府や政府の基本政策に対する態度の問題は，

土木における諸政策を検討する上で重要なものであるこ

とから，それを説明する可能性が理論的に指摘されてい

る“利己主義人間観”の影響を実証的に明らかにするこ

とは，土木政策上も一定の意義ある研究課題であると考

えられる． 

 本研究では以上の認識の下，この「人は皆，純粋なる

利己主義者である」という“利己主義人間観”の強度が

及ぼす，政治や世論形成に関する心的・行動的影響につ

いての因果仮説を措定した上で，それを実証的に検証し，

それを通じて得られた知見の土木政策上の含意を検討す

ることを目的とする．  

 

２．理論仮説 

 

本章では，（１）利己主義人間観を定義し，（２）

利己主義人間観がどういった心的プロセスを経て，帰結

としてどのような非協力的な振る舞いに結びつくのかに

ついての理論仮説を演繹する． 

 

（１）利己主義人間観の定義 

 「利己主義」とは，しばしば，他
．
者を利

．
する考え方で

ある「利他主義」と対比されるものとして論じられるも

のであるが，文字通り「己
．
（おのれ）を利

．
する考え方」

を意味するものである．哲学や倫理学においては，考慮

する時間的範囲や，利益の定義などの相違によって，利

己主義にも様々な種類が議論されることもあるが 11），

一般的な日常用語では，「自分勝手」や「自己中心」

（あるいは，ジコチュウ）という言葉で表現されるよう

な振る舞い方，考え方を意味するものである．実際，広

辞苑（第二版補訂版）では「自己の利害だけを行為の規

準とし，社会一般の利害を念頭に置かない考え方．」な

らびに「他人の迷惑を顧みず，わがまま勝手に行動する

こと．身勝手．自分勝手．」と説明されており，一般的

な社会生活を行う人々の中では，広く共有されている概

念であると思われる． 

 さて，このように「利己主義」とは，身勝手で自己中

心的な「考え方」を言うものであるが，本研究で対象と

する「利己主義人間観」とは，先にも定義したように，

人は皆，純粋なる利己主義である，という「信念」を言

うものである． 

 この考え方をさらに厳密に説明すると，次のようにな

る． 

 人間は，例えば，食事や休憩といった個人的な行動か

ら，労働や社交など，実に様々な行動を行う．そして，

原因帰属理論によれば，人々は，そうした他者の行為を

見たとき，その“原因”が何であるのかを考えることが

しばしばあることが知られている 12）．そして，そうい

う“原因帰属”の過程に於いて，「その対象とする個人

が，その個人の利益の増進を図ることが，その行為を行

ったことの原因なのだ」と考えることもあり得る．こう

した「その個人の利己性に，その個人の行為の原因を帰

属すること」は，例えば商売行為等では，言うまでもな

く容易に可能である．しかし，そうした利己性に対する

帰属は，論理的にはどのような行為に対しても可能であ

ることが倫理学的に知られている 11）．例えば，「他者

に親切な行為をした」としても，その個人がそれを「人

気取り」のために行ったのだ，と考えれば，その個人の

利他的な心情ではなく，「利己的な同期」に，その親切

行為を帰属することが可能となる． 

 さて，「利己主義人間観」は，人間がどのような行為

を行っていようとも，その行為は全て，その人間の「利

己性」に帰属することができるのだ，という信念を意味

する．こうした信念を持っている人は，例えば， 親切

にする人を目にしても「どうせあの人は，そうすること

が得だと思うから，親切にしてるだけだろ」と考えたり，

社会のために身を削って努力している人がいても「どう

せあの人は，そうすることが，あの人にとって何かの意

味で得だからやってるんだろ」と，全ての行為を，その

個人の“利己性”に帰属させることとなる．  

 以上，心理学における帰属理論を用いて，本研究で定

義する利己主義人間観を定義したが，日常用語を用いて

改めて説明すると，「所詮人間とは，自分の得になる

（自己を利する）行為以外はやらない，という純粋に利

己的な存在なのだ」という信念の事を言うのである． 

なお，こうした「利己的人間観」が現実の人間の姿

から乖離しているということは，これまでの様々な研究

によって示唆されてきているものである 10）．例えば，

１．で述べたような公共性に気を使ったり，あるいは道

徳的な配慮を行ったり，何らペナルティがない約束だと

してもそれが他ならぬ「約束」だからこそ，それを守る，

といった損得勘定では説明のつかない様々な心的傾向が

明らかにされている 13）－14）．実際，アダムスミスも利

己的で合理的な原始論的個人を前提としていなかったこ

とが明らかにされており，マーシャルもこうした利己的

な個人を仮定した理論を構築することを拒絶していたこ

とも示されている 15）． 

すなわち，利己主義者とは，これら様々な心的傾向

を持たず，全ての行為を損得だけで考え，判断，意思決

定する人々，と言うことができる．したがって，利己主

義人間観とは「人間には自分自身の損得への配慮以外の

心的傾向が存在せず，全ての人間の行為が，その個人自

身の損得への配慮だけで説明可能である，と信ずる世界

観」と言いかえることができる． 

なお，この利己主義人間観と類似する概念である



「利己主義的に振る舞うべきだ」という規範意識につい

ては，その心的影響が検討されており，この規範が実際

の利己的な振る舞いに結び付くというデータも報告され

ている 16）．しかし，この規範意識と利己主義人間観と

は異なる概念であり，前者は倫理的判断についての概念

なのに対して後者は客観的な事実についての信念である． 

 

 （２）理論仮説 

 さて，こうした利己主義人間観を持つことは，

政府や政策に対する態度に対して様々な影響を及

ぼすことが理論的に想定されうる．ここでは，そ

の理論仮説を図－１に示すと共に，それぞれの仮

説について述べる． 

a）構造改革路線支持と「小さな政府」支持 

「利己主義人間観」は，人間について想定され得る

多様な信念の内の一つに過ぎないが，そうした人間観に

基づいて，人間の行動を説明しようとする代表的な理論

として知られているのが，「合理的選択理論」

（rational choice theory：c.f. ヤン・エルスター17））

である．ここに合理的選択理論とは，「人間は常に合理

的に選択する」と想定した理論であるが，これは多くの

場合「人間は自己の利益を追求して行動を決定する」と

いうことを前提としたものと言い替えることができる．

それ故，この理論はすなわち「人間は公共心や規範や道

徳といった様々な感情を持たず，自分自身の損得への配

慮しか持たない，利己主義者である」ということを意味

していると解釈できる．それ故，人間はそもそも利己主

義者であると考えている利己主義人間観を持つ人々は，

この理論を疑う余地なく支持することとなるものと考え

られる（合理的選択理論支持）． 

 また，この合理的選択理論を基盤として社会における

経済現象を説明する典型的な理論として，新古典派経済

理論を挙げることができる．この理論は，消費者の行動

を，利己的人間観に基づく「合理的選択理論」で説明す

るものであることから，合理的選択理論を正しいと考え

る人々は，それを基本として構築されている新古典派経

済理論もまた受け入れると考えられる（新古典派経済

理論支持）． 

さて，こうした新古典派経済理論を信ずると，

その理論に基づいて演繹される様々な理論的帰結

を妥当なるものとして信ずるようになるものと考

えられる．そうした理論的帰結の一つが，社会的

な効率性を高めるためには，社会の中に様々に見

られる諸種の「規制」を撤廃し，できるだけ「自

由な競争」を保障していくことが必要である，と

いう主張であると考えられる．なお，そうした諸

種の規制は社会構造の問題であり，そうした規制

を撤廃するということは，その構造を改革するも

のであるとしばしば言われることから，そこで支

持されるようになる方針は「構造改革路線」と呼

ばれるものである（構造改革路線支持）． 

さらには，構造改革路線を支持する人々は，政

府は様々な規制をかけている主要組織であるから，

政府の構造を改革し，様々な政府機能を民営化し，

それを通じて，政府をより小さくしていくことが

必要であると考えるようになるものと思われる．

（「小さな政府」支持）． 

b）官僚不信 

このように，利己主義人間観を信じる人々は，新古

典派経済理論を支持することを通じて，「小さな政府」

を支持するようになると考えられるが，仮に経済学に関

する知識がなかったとしても，利己主義人間観を信じる

だけで，民営化に賛同し，「小さな政府」を支持するよ

うになることも考えられる． 

まず，利己主義人間観を信じていると仮定するとな

ら，「国民や公のために働く」という非利己的な人間が

存在するということ自体を信ずることができないであろ

う．したがって，官僚や公務員は，公共的な動機ではな

く利己的なに基づいて，すなわち，自分たち国民のため

にではなく，単なる「我が身かわいさ」でもって行政活

動を行っているに違いない，と信ずるようになるものと

考えられる．これは言い替えると，利己主義人間観を持

つ人間は，「官僚不信」に陥るであろうことを意味し

ている．そして一旦官僚不信を形成すると，規制や公営

企業や政府機構そのものが官僚の利己的な動機を満足さ

せるためだけに存在していると考える傾向が増進され，

その結果，政府は，その機能をより小さくさせる必要が

あると考えるようになるものと考えられる（「小さな

政府」支持）． 

 

３．方法 

 

（１）調査対象 

以上，２．で措定した仮説を検証するためアンケー

ト調査を実施した．京都大学構内にて調査協力者募集の

チラシを配布し，学生及び大学院生160名（男性140人，

女性20人，平均年齢23.15歳，年齢標準偏差1.26歳， 

 

利己主義
人間観

合理的選択
理論支持

新古典派経済
理論支持

構造改革
路線支持

「小さな政府」
支持

官僚不信
 

図 －１ 政治や世論形成に関する帰結モデル 



工学部・工学研究科生155人・その他3人・不明2人）の

協力者を得，調査票への回答を要請した． 

 

（２）調査項目 

「利己主義人間観」の測定項目として， 4項目につい

て，「全くそう思わない」から「かなりそう思う」

の 5 件法で回答を要請した． 

その他の項目についても同様に 5 件法で回答を要

請した．また，ミクロ経済学の学習経験についての

回答も要請した． 

以上の質問項目を表－１に示す． 

以上について，各因子について信頼性分析を行い，

クロンバックのα係数を調べ尺度構成を行った．その結

果，信頼性が得られたのは，「利己主義人間観」（α＝.

75），「「小さな政府」支持」（α＝.66），「官僚不

信」（α＝.86）であった．これらについては各尺度の

平均値を採ることで各因子の変数を加工した．その他の

因子については，十分な信頼性が得られなかったので，

尺度構成を行わずに個々の質問項目を分析に用いること 

 

表－１ 各心理要因の測定尺度  

利己主義 

人間観 

Q1 
人間は皆，「損か得か」だけを基準として判断

している． 

Q2 
人間は皆，なんだかんだいっても，自分が一番

かわいいと考えている． 

Q3 
人間は皆，結局は自分のことばかりを考えて生

きている． 

Q4 人間は皆，結局は「利己的」な生き物である． 

合理的 

選択理論 

支持 

Q5 「人間は合理的である」という理論は正しい． 

Q6 「人間は利己的である」という理論は正しい． 

Q7 
「人間は常に，自分の利益を追求している」と

いう理論は正しい． 

新古典派経

済理論支持 

Q8 
市場（マーケット）では，消費者の自由な選択

が，何よりも大切だ． 

Q9 
市場（マーケット）では，企業の利益追求が，

何よりも大切だ． 

構造改革 

路線支持 

Q10 
世の中には，全く無意味な規制がたくさんあ

る． 

Q11 
世の中にあるいろいろな規制は，緩和・撤回す

べきだ． 

Q12 いろいろな「構造改革」には賛成だ． 

「小さな政

府」支持 

Q13 
いろいろな政府の機能を「民営化」していくこ

とには，賛成だ． 

Q14 
「政府」がいろいろな規制をするのには，反対

だ． 

Q15 
「政府」は，可能な限り「小さなもの」である

べきだ． 

Q16 「政府」の仕事は，尐なければ尐ない程いい． 

Q17 政府が行う公共事業には，反対だ． 

Q18 政府が行う公共事業には，無駄なものが多い． 

官僚不信 

Q19 
「行政の官僚」は皆，自分が得するかどうかだ

けで，仕事をしている． 

Q20 
本気で国の事を考えている「行政の官僚」な

ど，いない． 

Q21 
「行政の官僚」は皆，所詮，「利己的」な奴ら

ばかりだ． 

ミクロ経済

学学習経験 
Q22 ミクロ経済学を学んだことがある． 

にした．それぞれの記述統計量と利己主義人間観と

各因子との相関係数を表－２に示す． 

 

４．結果と考察 

 

２．で検討した因果仮説（図－１）に基づいて回帰

分析を行った．結果を表－３と図－２に示す．  

分析結果から，利己主義人間観を信じると，「人間

は常に，自分の利益を追求している」という理論を正し

いと考え，市場では消費者の自由な選択が何よりも大切

だと考えるようになるという仮説が支持された．そして

消費者の自由選択を大切だと考えると，世の中に存在す

る規制の多くが無意味なものだと考えるようになり，そ

うした規制の緩和・撤回を支持するというかたちで構造

改革を支持する，そしてその結果，小さな政府を支持す

るようになる，という仮説も統計的な支持を受けた．さ

らに，たとえ上記のような経済理論を巡る因果関係とは

別に，官僚不信に陥ることで政府の行う事業や規制を否

定的にとらえる事を通じて，小さな政府を支持する世論

を形成していく傾向を，利己主義人間観を持つ人々が持

っているであろうという仮説も支持を受けた． 

さらに，利己主義人間観は，小さな政府を支持す

る傾向と直接的な正の有意な相関を持つことに加え，

上述の諸種の尺度，すなわち，合理的選択理論につ

いての尺度，構造改革支持についての尺度，「小さ

な政府」支持の尺度，官僚不信についての尺度と直

接的に正の相関を持っていることも示された． 

なお，「新古典派経済学理論支持」についての尺

度については，利己主義人間観と直接の有意な相関

を見いだすことができなかった．このことは，今回

対象としたサンプルにおいて，「ミクロ経済学を学 

 

表－２ 各因子の記述統計量と利己主義人間観との相関

係数 

変数名 平均 標準誤差 相関係数 

利己主義人間観 3.09 0.78  ― 

Q5 2.91 1.00 .111 

Q6 3.67 0.81 .405** 

Q7 3.56 0.83 .381** 

Q8 2.97 0.78 .029 

Q9 3.67 0.93 .126 

Q10 2.79 1.02 .193* 

Q11 3.31 1.02 .119 

Q12 4.11 0.90 .097 

「小さな政府」支

持 

2.82 0.60 .198* 

官僚不信 2.44 1.00 .259** 

Q22 1.90 1.26 -.049 

**：1%で有意（両側），*：5%で有意（両側） 

各因子について，いずれも最小が 1，最大が 5 



 

 

んだことがある（Q22）」と回答した個人が尐なかった

ことも一つの原因であるとも思われる．ただし，このよ

うにミクロ経済学を学んだことがある人々が限られてい

るにも拘わらず，重回帰分析においては，その直接の規

定要因として想定した「合理的選択理論支持」の尺度に

直接有意な影響を受けていることから，図－１に示した

「新古典派経済学理論支持」に関わる因果関係そのもの

については統計的な支持を受けているものである． 

以上より，人々は利己主義人間観を持つことで，合

理的な選択理論に基づく構造改革路線を支持するように

なると共に，公務員の人間性を信ずることができなくな

ることを通じて，「小さな政府」を支持するようになる，

という理論的可能性が，尐なくとも本研究のデータの支

持を受けることとなった． 

このことは，政府の公共事業を批判し，様々な政府

機能を民営化し，政府による規制を撤廃する等を通じて

政府をできるだけ小さなものにしていくべきだ，という

世論の背景には，人々が「所詮人間は，自分の事ばかり

を考えている，利己的な存在にしか過ぎないのだ」とい

う利己主義人間観を信じているという事態が，一つの要

因として存在している可能性を示唆している．  

ここで，冒頭でも論じたように，人間は間違いなく

利己的な動機を持つものではあるものの，非利己的な動

機を持つものであることは，これまでの様々な心理学研

究でも明らかにされており（e.g. Güth et al.18））， 

 

かつ，古典的な経済学研究者アダムスミス 19）や，現代

の倫理学者 Parfit からも指摘されているものである．

もしも，こうした諸議論が妥当であるとするなら，利己

主義人間観を抱くことそのものが，誤った人間観である

ということができることとなる．しかしながら，本研究

の調査では，利己的人間観を信ずる尺度のスコアの平均

値は 3.09 と，中央値を上回る水準にある結果となった．

以上の分析結果，ならびに，この点を踏まえるなら，こ

うした利己主義人間観が誤ったものにしか過ぎないのだ

という信念，すなわち，人間は必ずしも自分の事ばかり

を考えているわけではなく，他者の事を配慮したり道徳

的な関心からは免れ得ない倫理的な存在でもあるのだと

いう信念が，人々の間で広く共有されれば，それだけで，

公務員不信や，政府の公共事業に対する批判や，政府を

できるだけ小さなものにすべきだと考える現代的風潮は，

幾分緩和するものであろうことが十二分に予測されるの

である． 

今後は，そうした可能性の妥当性をさらに仔細に確

認するためにも，より幅広い属性の被験者を対象とした

調査に基づいた検討を進めていく事が必要であると考え

られる． 
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